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○ 少子高齢化によ る 生産年齢人口の減少や、 他業種の求人状況の動向の影響を 受

け 、 令和４ 年度の東京都におけ る 介護関連職種の有効求人倍率は 5.91 倍と 、 全職

業の 1.41 倍を 大き く 上回っ ており 、 人手不足が一層深刻化し ていま す。  
 

職業紹介状況（ 有効求人倍率）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （ 注１ ） 各年度の有効求人倍率は、 公共職業安定所における 「 有効求人数」 を 「 有効求職者数」  

で除し て 得たも の（ パート タ イ ム （ 1 週間の所定労働時間が通常の労働者に比し 短い者を   

いう 。） を 含む常用（ 雇用契約において 雇用期間の定めがないか又は４ か月以上の雇用期間 

が定めら れている も の（ 季節労働者を 除く 。） を いう 。） に限る 。）。  

（ 注２ ） 介護関連職種と は、 福祉施設介護員やホ ーム ヘルパー等を 指す。  

資料： 厚生労働省職業安定局「 職業安定業務統計」  

 

○ 令和４ 年度におけ る 都内の介護従事者の離職率は 15.2% と な っ て おり 、 全産業

の離職率 12.9％を 上回っ て いま す。  

 

介護関係職種の離職率の状況[東京都] 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料： 介護労働安定セン タ ー「 介護労働実態調査」、 厚生労働省「 雇用動向調査」   

 

第１ 節 介護人材を 取り 巻く 状況 

（ 倍）  

１  介護人材の現状  
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人材不足であ る 人材不足の状況ではな い

○ 東京都の調査によ る と 、 介護職員の年齢構成は 40 代の常勤職員が最も 多く な っ

て いま す。 ま た 、 訪問介護職員については非常勤職員の占める 割合が高く 、 年齢構

成は 60 代、 70 代が特に多く な っ て いま す。  

 

介護職員の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問介護職員の年齢構成 

 

 

 

 

 

資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度在宅サービ ス 事業者等運用状況調査」・「 令和４

年度施設・ 居住系サービ ス 事業者運営状況調査」  

 

○ 人材不足の状況については、訪問介護で約８ 割の事業所が、特別養護老人ホ ーム

で約７ 割の事業所が「 人材不足であ る 」 と 回答し て いま す。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度在宅サービ ス 事業者等運用状況調査」・「 令和４ 年

度施設・ 居住系サービ ス 事業者運営状況調査」  
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（ 単位： 人）  

 

 

 

○ 介護の仕事は資格がな く て も 就く こ と ができ る 仕事です。た だし 、訪問介護員は

介護の基礎的な 知識やス キ ルを 身に付け る 介護職員初任者研修の受講が必須と な

っ て いま す。  

○ 介護職員の資格と し て は、 国家資格であ る 介護福祉士があ り ま す。介護福祉士は、

専門的知識や技術を も っ て 介護を 行う だけ で な く 、 そ の専門性を 発揮し て 介護職

の中核的な 役割を 担う 存在です。  

○ 介護福祉士の資格は、専門の養成施設を 卒業し 、国家試験を 受験し 取得する 場合

と 、 介護現場での実務経験を 経て 、 実務者研修を 受講し た 上で、 国家試験を 受験し

取得する 場合があ り ま す。  

○ 都内の介護福祉士養成施設の入学者数は、 近年外国人留学生を 含めて 減少し て

いま す。  

介護福祉士養成施設（ 都内） の状況 

 令和元年度 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

定員 1,402  1,280  1,280  1,291  1,207  

入学者数 822  792  763  733  638  

入学者のう ち 留学生数 302  283  214  186  151  

充足率 58.6%  61.9%  59.6%  56.8%  52.9%  

資料： 東京都福祉局生活福祉部調べ 

 

○ ま た 、よ り 質の高い介護実践や介護サービ ス マネジ メ ン ト 、介護と 医療の連携強

化等に対応する た めの考え 方や技術等を 認定する 認定介護福祉士制度も 創設さ れ

ていま す。  

 

 

 

○ 介護支援専門員は、 介護サービ ス 等の提供について の計画であ る ケ ア プラ ン の

作成や区市町村・ サービ ス 事業者・ 施設等と の連絡調整を 行う 専門職と し て の役割

を 担っ て いま す。 介護支援専門員を 助言・ 指導し 、 地域で中核的な 役割を 担う 主任

介護支援専門員も いま す。  

○ 介護支援専門員にな る ためには、介護福祉士や看護師な ど 、保健医療福祉分野で

の資格に基づく 実務を ５ 年以上経験し 、試験に合格し た 上で、介護支援専門員実務

研修を 修了し 、介護支援専門員証の交付を 受け る 必要があ り ま す。介護支援専門員

証の有効期限は５ 年で、 介護支援専門員更新研修等を 修了する こ と で有効期限を

更新でき ま す。  

○ さ ら に、 介護の現場では、 社会福祉士が、 高齢者施設での生活相談員や地域包括

支援セン タ ーの職員など 、 福祉の相談・ 助言・ 連絡調整等の専門職と し て の役割を

担っ て いま す。 個別支援や多職種連携に関する 優れた 実践力を 認定さ れた 認定社

会福祉士も いま す。  
 

（ １ ） 介護職員の資格 

（ ２ ） 介護支援専門員等の資格 

２  介護人材に関する 資格等  
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○ 高齢化等の人口動態や今後の介護サービ ス 量の見込みは、 各都道府県間で相違

があ る こ と から 、 介護人材の確保・ 定着対策を 講じ ていく に当たっ て は、 国レ ベル

の推計のみでな く 、 都道府県の需給予測が重要と な り ま す。  

○ 東京都は、国の介護人材の需要・ 供給推計を 行う た めのワ ーク シ ート を 用いて 、

介護職員の需給推計1を 行い、 その推計結果を 踏ま え 、 中長 期的な 視点で介護人材

の確保・ 定着・ 育成対策を 本計画に位置付け ま す。  

 

○ 区市町村が見込んだ将来の介護サービ ス 等利用者数の集計結果を 基に 、 介護職

員配置率を 乗じ て 、 将来の介護職員の需要数を 推計し て いま す。  

○ 令和 12 年（ 2030 年）度の介護職員の需要数は 233,150 人と な り 、令和４ 年（ 2022

年） 度と 比較し た 場合、 約 1.28 倍の増加が見込ま れま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現状の推移を 踏ま え 、将来の離職率、離職者のう ち 介護分野への再就職の割合、  

入職者数を 推定する こ と で、 将来の介護職員の供給数を 推計し て いま す。  

○ 令和 12 年（ 2030 年）度の介護職員の供給数は 186,132 人と な り 、令和４ 年（ 2022

年） 度と 比較し た 場合、 約 1.02 倍と 見込ま れま す。  

 

 

 
１  需給推計 

本推計で は、 介護職員の 人数を 実人数で 推計し て い る 。  

（ 人）  

（ １ ） 介護人材需給推計の概要 

（ ２ ） 需要推計 

３  介護人材の需給推計  

（ ３ ） 供給推計 
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○ 都内における 介護職員数は、 令和 12 年（ 2030 年） 度には、 約４ 万７ 千人の介護

職員の不足が見込ま れま す。  

○ こ の需給ギャ ッ プを 埋める た め、東京都は様々な 施策を 展開し 、中 期的長 な 視点

で介護人材の確保・ 定着・ 育成対策を 総合的に推進し て いく 必要があ り ま す。 具体

的な 取組について は、 第２ 節を ご 参照く ださ い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京都は、 広域的な立場から 、 必要な 介護人材の確保のた め、 令和 22 年（ 2040

年） を 見据え 、 地域の関係者と と も に総合的な 取組を 推進し て き ま し た 。  

ま た 、 区市町村において は、 地域の特色を 踏ま え た き め細かな 人材確保の取組が

行われて き ま し た 。  

○ 令和２ 年改正法では、 区市町村の定める 第８ 期介護保険事業（ 支援） 計画の記載

事項と し て 、介護人材の確保と 業務効率化の取組が追加さ れ、区市町村も 主体的に

取組を 進めていく こ と が求めら れる よ う にな り ま し た 。  

○ 東京都は、 引き 続き 広域的な 立場から 介護人材の確保・ 定着・ 育成対策に取り 組

むと と も に、 地域の実情に即し て 対策に取り 組む区市町村への支援を 行っ て いく

こ と も 求めら れて いま す。  

（ 人）  

（ ４ ） 需要・ 供給推計結果の比較 

４  東京都と 区市町村の役割等  

（ 人）  
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体力的・ 精神的に

き つく 、 仕事の内

容のわり に給与水

準が低い仕事であ

る

56. 8

人の役に立っ て い

る こ と が実感でき

る 仕事である

19. 2

資格や専門知識を

生かせる 仕事であ

る

12. 2

昇進・ 昇給が難し

く 、 将来に不安が

ある 仕事である

2. 2

ワ ーク ラ イ フ バラ

ンス を 保って働く

こ と ができ る 仕事

である

1. 2

その他

1. 4

無回答

7. 0

100%

( 5, 944人）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜社会全体の人材不足＞ 

 ○ 生産年齢人口の減少など によ り 、 日本の社会全体で人材不足が深刻にな っ て い

ま す。 加え て、 現状の介護職員の高齢化が進み退職者数も 増え て いる こ と から 、

東京都における 介護関連職種の有効求人倍率は高い状態が続いて いま す。  

 ○ 介護の仕事は、 依然と し て「 体力的・ 精神的にき つく 、 仕事の内容のわり に給

与水準が低い」 な ど のイ メ ージ があ り ま す。  

 

福祉・ 介護の仕事に対する イ メ ージ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 東京都福祉保健局「 令和３ 年度東京都福祉保健基礎調査 都民の生活実態と 意識」  

第２ 節 介護人材の確保・ 定着・ 育成に向けた取組

○ 社会全体に おけ る 人手不足や職員の 高齢化に よ る 採用ニ ーズ の 増加か

ら 、 介護人材の有効求人倍率は高い状態が続いて いま す。  

○ 介護人材の確保・ 定着・ 育成に向け 、介護の仕事の魅力を 発信し て いく と

と も に、資格取得支援や職場体験、 宿舎借り 上げ支援、 デジ タ ル機器や次世

代介護機器の導入支援な ど 、 総合的な 取組を 進めて いき ま す。  

○ こ う し た 取組に加え 、 2040 年に向けて 、 介護の仕事を よ く 知ら な い層を

含む幅広い層への働き かけ を 強化し て いく と と も に、 介護現場の生産性向

上と いっ た さ ら な る 職場環境の改善や、 外国人介護従事者の積極的な 受入

れ等の取組を 拡充し ていき ま す。  

○ ま た 、 高齢者の在宅生活を 支え る 上で中核的な 役割を 担う 介護支援専門

員の研修を 充実し 、 ケ ア マ ネジ メ ン ト の質の向上を 図る のに加え 、 法定研

修受講料への補助等を 実施し 、 確保や定着を 促進し ま す。  

１  介護人材の確保・ 定着・ 育成対策の取組  

（ １ ） 介護人材の確保・ 定着の課題と 取組 
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○ ま た 、 介護の仕事は、 資格が必須ではな く 未経験でも 働けま すが、 特に若い人

たち は「 介護」 そのも のに馴染みがな く 、 介護の仕事を よ く 知ら ない人が多いた

め、 未経験者の就業はハード ルが高い状況です。  

○ こ う し た 状況を 踏ま え 、介護人材を 確保し て いく た めには、介護の仕事の内容や

魅力を 社会全体に発信する と と も に、 学生、 主婦、 求職者や元気高齢者な ど 幅広い

層に働き かけ、 介護業界への就業を 後押し し て いく 必要があ り ま す。  

○ さ ら に、未来の介護人材を 確保し て いく た めには、中高生な ど の早い時期から 介

護の仕事への理解を 深める 取組を 実施し ていく こ と も 重要です。  

○ 加え て 、 日本人だけ でな く 外国人の介護人材について も 受入れを 促進し て いく

必要があ り ま す。  

 

＜介護の仕事の職場環境＞ 

○ 介護職員の離職率は 15.2％であ り 、 依然と し て全職種よ り は高い状況が続いて

いま す。  

○ 労働条件等における 悩みや不満について は、「 人手が足り ない」 が最も 多い回

答ですが、 その他にも 「 身体的負担が大き い」「 精神的にき つい」「 有給休暇が取

り にく い」「 休憩が取り にく い」 など も 高い回答率と な っ て おり 、 勤務環境の改

善や職員の負担軽減は引き 続き 取り 組むべき 課題と な っ て いま す。  

 

出典： 介護労働安定セン タ ー「 令和４ 年度介護労働実態調査」  

 

○ 定着促進の取組については、 キ ャ リ ア パス の構築やＩ Ｃ Ｔ 環境の整備な ど 、 小

規模な事業所ほど 取組が進んでいない状況も あ り 、 規模が小さ い事業所が多い介

護業界において は、 組織マネジ メ ン ト の強化も 課題と なっ ていま す。  
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福祉機器の不足、 機器操作の不慣れ、 施設の構造に不安がある

介護業務と 医療行為の境めがわかり にく いため不安である
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仕事中の怪我など への補償がない
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その他

労働条件・ 仕事への負担について特に悩み・ 不安・ 不満等は感じ ていない

無回答

労働条件等の悩み、 不安、 不満等（ 複数回答） （ 介護保険サービス 系型別）（ ｎ ＝19,890）  
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○ 現在働いている 介護職員が く長 働き 続け ら れる た め、 ま た、 新た な介護人材を

確保し て いく た めにも 、 働き やすい魅力あ る 職場環境づく り が重要です。  

 

＜介護職員の処遇改善＞ 

○ 介護職員が安心し て 将来の展望を 持っ て 働き 続け ら れる 仕組みづく り は重要で

す。  

○ そのた めにはま ず、介護職員の処遇に大き な 影響を 及ぼす介護報酬について 、人

件費が高い大都市においても 、介護分野に必要な 職員を 確保する こ と ができ る 、適

正な 介護報酬水準と する こ と が強く 求めら れま す。  

○ 介護報酬におけ る 大都市と 地方の人件費や物件費の違いな ど の地域差の問題に

ついては、東京都はこ れま でも 国に提言を 行っ て き ま し た が、介護報酬の上乗せ割

合や地域区分、人件費割合について 、地域の状況等に応じ た 見直し があ っ た も のの、

解消には至っ て いま せん。  

○ こ のた め、 東京都は国に対し 、 令和６ 年の報酬改定に向け て、 令和５ 年10月に、

大都市の実情を 踏ま え た 介護報酬の設定や介護事業者が 期長 的な 視点で介護人材

の確保・ 定着を 図れる 介護報酬の仕組みと する こ と を 提案要求し ていま す。  

 

 

 

■ 多様な 人材の参入を 促進し ま す 

○ 福祉事業者、 職能団体、 養成施設、 就労支援機関、 区市町村等行政機関な ど 関係

団体と 連携し て 、 人材確保対策に取り 組んでいま す。  

○ 介護職場への就職を 支援する ため、東京都福祉人材セン タ ーにおいて は、無料職

業紹介所と し て 就職相談や、 仕事の紹介・ あ っ せん等を 行う と と も に、 合同就職説

明会や地域での面接会を 開催し て いま す。ま た 、福祉職場への就労支援のた めの情

報を Ｗｅ ｂ サイ ト 「 ふく むすび」 で発信し て いま す。  

○ 介護福祉士、 社会福祉士の養成施設で学び資格を 取得し よ う と する 学生に対し 、

修学資金を 貸与し て いま す。  

○ 介護の未経験者が円滑に就業でき る よ う 、資格取得の支援や、職場体験から 就業

ま でを 一体的に支援する 取組等を 実施し ていま す。 ま た 、 未経験者を 雇用し 、 働き

ながら 資格取得でき る よ う 取り 組む事業者を 支援し て いま す。  

○ 介護未経験の新卒学生等が安心し て 介護の仕事を 選択でき る よ う 、 大学等に在

学中に奨学金の貸与を 受け た 介護職員に対し て 、 返済金相当額を 手当と し て 支給

する 事業者を 支援し ていま す。  

○ 居住コ ス ト の高い東京で安心し て 介護業界に就業でき る よ う 、 国が必要な 見直

し を 講じ る ま での間、 介護職員を 対象と し た 居住支援特別手当を 支給する 事業者

を 支援し ま す。  

○ 若年層はも と よ り 、多く の都民に関心を 持っ て も ら え る よ う 、介護の仕事の魅力

を 発信する 普及啓発の取組を 実施し て いま す。  

○ 介護の仕事への興味・ 関心を 高める た め、 次世代を 担う 高校生等を 対象に、 職場

体験や学校訪問型セミ ナーな ど の取組を 実施し ていま す。  
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○ 外国人介護従事者の受入れを 促進する 取組を 進める と と も に、 外国人介護従事

者が円滑に就労・ 定着でき る よ う 、受入環境の整備に取り 組む事業者を 支援し て い

ま す。  

 

■ 介護の仕事の職場環境改善を 支援し ま す 

○ 福祉業界全体の職場環境の向上を 図る た め、人材育成環境の整備、キ ャ リ ア ア ッ

プの仕組みの整備、 ラ イ フ・ ワ ーク ・ バラ ン ス に関する 取組な ど 、 働き やすい職場

環境づく り に取り 組む事業所の情報を 公表し 、 働き やすい事業所の「 見え る 化」 を

促進し て いま す。  

○ 働き やすい職場づく り を 促進する た め、 職員宿舎の借り 上げや整備に 取り 組む

事業者を 支援し て いま す。  

○ デジ タ ル技術の活用によ り 、介護職場の業務の効率化等を 進め、職員の負担を 軽

減する た め、 デジ タ ル機器や次世代介護機器の導入を 支援し て いま す。  

○ 小規模事業者な ど 多く の事業者が生産性向上に取り 組める よ う 、 専門家のセミ

ナーや個別相談を 実施する と と も に、 人材育成の仕組みづく り を 支援し て いま す。 

○ 介護職場における ハラ ス メ ン ト 相談窓口や、福祉・ 介護職員等の悩み相談に応じ

る 窓口を 設置し て いま す。  

 

■ 介護職員確保等に資する 介護報酬の設定に向け て 取り 組みま す 

○ 介護人材の確保・ 定着に資する 介護報酬や介護保険制度の在り 方について 、引き

続き 国に働き かけ を 行いま す。  

○ 国は平成 24 年よ り 介護職員処遇改善加算を 設け 、処遇の改善を 図っ て き ま し た 。

都において も 、 介護職員処遇改善加算等の取得に係る 助言・ 指導等を 行い、 介護事

業所におけ る 加算の新規取得や、 よ り 上位区分の加算取得等を 支援し て いま す。  

 

【 主な施策】  

 

   209 ページから 212 ページ に一括し て 掲載 

 

 

 

 

 

 

＜資質の向上＞ 

○ 今後、 介護ニーズの複雑化・ 多様化・ 高度化が見込ま れて おり 、 こ れら のニ ーズ

に対応し 、介護サービ ス の質の向上を 図る ためには、介護職員の介護福祉士資格の

取得や、 専門的な 知識・ 技能の向上を 図っ て いく こ と が必要です。  

○ 都内の介護職員に占める 介護福祉士の有資格者の割合は、 特別養護老人ホ ーム

で 68.1％（ 全国は 67.0％）、 介護老人保健施設で 71.5％（ 全国は 71.2％）、 訪問介

（ ２ ） 介護人材の育成に向けた取組 
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護で 66.0％（ 全国は 63.2％） ですが、 サービ ス 全体では、 有資格者の割合は約６

割にと ど ま っ て いま す2。  

 

＜医療ニ ーズ への対応＞ 

○ 医療的ケ ア が必要な 要介護高齢者が増加し て いる 状況を 踏ま え 、 医療と 介護の

連携強化を 一層推進し て いく こ と が必要であ り 、 業務上必要な 医療的知識を 有す

る 介護職員を 育成する こ と が求めら れていま す。  

○ なお、一定の研修を 修了し た 介護職員等は、医師の指示、看護師等と の連携の下、

特別養護老人ホ ーム や利用者宅でた んの吸引と 経管栄養が実施でき る こ と から 、

た ん吸引等研修や従事者認定等、 介護職員が 適切にた んの吸引等の医療的ケ ア を

行う こ と ができ る 体制を 整備する こ と が必要です。  

 

 

 

■ 資格取得等を 支援し 、 質の高い人材の育成を 推進し ま す 

○ 介護職員が、働き な がら 介護福祉士・ 社会福祉士等の国家資格の取得に取り 組む

こ と を 支援し て いま す。  

○ 研修に参加し やすい環境づく り を 支援する た め、 現任介護職員が研修に参加す

る 際、 その代替職員を 派遣し て いま す。  

○ 職員育成に取り 組む事業者を 支援する た め、 研修講師や研修ア ド バイ ザーな ど

を 派遣し て いま す。  

 

■ 介護職員の医療的知識の習得を 支援し ま す 

○ 介護職員を 対象に、 業務上必要な 医療的知識に関する 研修を 実施し て いま す。  

○ た んの吸引等の 医療的ケ ア を よ り 適切に 提供し 、 在宅サービ ス 及び施設サービ

ス におけ る 質の向上を 図る た め、 介護職員等を 対象と し て た んの吸引等に関する

研修を 実施し て いま す。  

 

【 主な施策】  

 

   212 ページから 213 ページ に一括し て 掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  厚生労働省「 介護サ ービ ス 施設・ 事業所調査」（ 令和 3 年）   
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    介護職員に対する居住支援について 

      ～介護職員の宿舎借り上げ支援事業・介護職員居住支援特別手当事業～ 

 

＜実施に至った経緯・取組の背景＞ 

○ 東京都は他の地域に比べ生活コストの高い地域ですが、その中でも特に居住コストの格差は著しく、

都内で働く人でも周辺県などから通勤している人も少なくありません。 

○ しかし、介護サービスは住み慣れた地域で提供されることが基本です。介護サービスを提供する職員

も介護事業所の近隣に住んでいる方が中心です。このため、居住費の高い都内で介護職員を確保

することはこれまでも厳しい状況にありましたが、特に近年の人件費の高騰により厳しさを増しています。 

＜取組の内容① 「介護職員の宿舎借り上げ支援事業」＞ 

○ 東京都は、介護職員の安定的な確保と、災害時の体制

確保を支援するため、平成 28 年度から福祉避難所に指

定されている介護事業所のうち、介護職員の宿舎を借り上

げて職員の住まいを確保している事業者に対し、支援を始

めました。 

○ 令和４ 年度には、対象を福祉避難所だけでなく、区市町村と災害時協定を結んだ事業所などに

も拡大し、居住コストの高い都内に住んで働く介護職員を広く支援しています。 

＜実感している取組の効果・期待している効果＞ 

○ 特に大学や養成校を卒業した若い人たちは、自ら家を借りて家賃を支払うことが大きな負担になりま

す。卒業と同時に東京に来た職員や実家が事業所から遠い職員など、事業所の近隣に安価で住め

ることで、安心して就業することができます。 

○ また、外国人介護従事者が日本に来て東京で働く上でも、住む場所やコストは大きな課題です。住

む場所として宿舎が用意できると、外国人介護従事者を雇用しやすくなります。 

＜取組の内容② 「介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業」＞ 

○ 東京都は、これまでも、人件費や物件費が高い大都市特有の課題が介護報酬に反映されていな

いことから、事業者が介護人材の確保・育成・定着を図ることができる報酬とすることを国に求めてきま

したが、住居費の高さなど、東京の実情が反映されていない状況でした。 

○  都は、介護職員や介護支援専門員が都内で安心して働けるよう、また、一刻も早く介護業界から

の人材流出に歯止めをかけるためにも、住宅費など生活コストの高い点に着目し、支援をより手厚くす

る必要があると考えました。 

○ そこで、令和６ 年度より、国が必要な対策を講じるまでの間、介護職員と介護支援専門員を対象

に、月額１ 万円から２ 万円の支援を実施していく予定です。 

コ ラ ム 
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○ 介護職員の有効求人倍率は 5.91 倍と 高い状況ですが、 日本社会全体での人材不

足も 深刻な 状況です。 そのた め、 介護報酬等の公定価格で運営する 介護事業所で

は職員を 十分に確保する こ と が困難になっ て き ていま す。  

企業における 人手の過不足感（ 全国）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 令和５ 年版労働経済の分析（ 厚生労働省） データ よ り 東京都福祉局高齢者施策推進部作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度在宅サービ ス 事業者等運営状況調査」  

２  2040 年に向けたさ ら なる 取組  

（ １ ） 人材確保に向けたよ り 幅広い層への働き かけ 

○ 2040 年に向けて は、引き 続き 介護ニ ーズが増加し 、更な る 介護人材の不足

が見込ま れていま す。 そのため、 従来の施策に加え 、 幅広い層への働き かけ

や介護現場の生産性向上と いっ た 職場環境の改善、 外国人介護従事者の積極

的な 受入れなど 、 取組を 拡充し て いき ま す。  

人
手
過
剰 
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67.6%

41.6%

57.0%

39.7%

67.0%

9.9%

18.4%

8.1%

9.1%

10.8%

5.4%

16.5%

6.6%

10.7%

2.6%

17.1%

23.5%

28.4%

40.5%

19.5%

通所介護（ 地密含む） (n= 2,097)

訪問介護 (n= 1,747)

特別養護老人ホ ーム (n= 395)

介護老人保健施設 (n= 121)

認知症グ ループホ ーム (n= 379)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未経験者の募集・ 採用の状況

未経験者を 募集・ 採用し ている 未経験者を 募集し ている が、 採用ま でには至っ ていない

経験者のみ募集し ている ので、 未経験者は採用し ていない 募集は経験者のみである が、 状況によ っ て未経験者を 採用し ている

○ こ のよ う な状況の中で、 介護職員の採用媒体は、 こ れま でハロ ーワ ーク な ど の

公共職業紹介や求人広告等への掲載が中心でし たが、 近年はこ う し た媒体だけ で

は確保が難し く な っ ており 、 民間の職業紹介や職員から の紹介等も 多数を 占める

よ う にな っ ていま す。  

従業員の募集方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度在宅サービ ス 事業者等運用状況調査」・「 令和４

年度施設・ 居住系サービ ス 事業者運営状況調査」  

 

○ 介護職員は就業に当た り 資格が必須ではな いこ と から 、 従来から 未経験で就業

さ れる 方が多く を 占めて いま す（ ただし 、 訪問介護員は介護職員初任者研修の受

講が必須と な っ て いま す）。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度在宅サービ ス 事業者等運用状況調査」・「 令和４  

年度施設・ 居住系サービ ス 事業者運営状況調査」  
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○ 基本的に資格が必要な 看護や保育の分野では養成校な ど を 経た有資格者が確保

の主な対象と な る のに対し 、 介護の分野では養成校の卒業生だけ でなく 、 介護の

仕事に馴染みがな く 、 介護の仕事を よ く 知ら な い未経験の求職者にも 介護業界へ

の就業を 広く 働き かけて いく 必要があ り ま す。  

 

 

 

○ 都では、 こ れま で介護業界への就業を 希望する 人を 中心に、 就職相談、 面接会

の開催、 職場体験の実施、 資格取得の支援、 就業支援等、 様々な 人材確保対策を

実施し て き ま し た 。  

○ 一方で、 職員の高齢化によ る 採用ニーズ の増加や社会全体におけ る 人材不足な

ど から 、 従来のハロ ーワ ーク での求人や求人広告への応募を 待つ採用方法では必

要な 職員を 十分確保する こ と が難し く なっ て き ていま す。  

○ そこ で、 今後よ り 多く の人材を 確保し て いく た めには、 介護の仕事に興味のあ

る 人だけ でなく 、 介護の仕事について よ く 知ら ない求職者層への周知や働き かけ

を 強化し 、 よ り 幅広い層に対し 支援事業の利用を 促し 、 介護業界への就業につな

げて いく 必要があ り ま す。  

○ 介護の仕事にイ メ ージ が持て ない求職者に介護の仕事を 普及啓発し て いく と と

も に、 夢や趣味な ど と 両立でき る 多様な働き 方ができ る こ と を ア ピ ールする な

ど 、 未経験者が介護の仕事に気軽にチャ レ ン ジ でき る 環境づく り も 大切です。  

○ ま た 訪問介護は、 基本的に利用者の自宅において一人でサービ ス を 提供する 必

要があ る こ と や、 介護職員初任者研修を 受講し ないと 働け ないこ と など 、 未経験

者の参入のハード ルが高いた め人材の確保が特に困難であ る と と も に、 職員の高

齢化も 進んでおり 、 人材不足が深刻化し ていま す。  

 

 

 

○ 介護の仕事を よ く 知ら ない層など 、 よ り 幅広い層に積極的に働き かけ 、 ま ずは

介護の現場を 経験し ても ら う こ と で、 介護の仕事を 知っ て も ら う と と も に、 その

後就業を 希望する 者にはマッ チン グ 等の就業支援を 行う な ど 、 未経験から の円滑

な就業を 支援し て いき ま す。  

○ 大学のキ ャ リ ア セミ ナーや一般求職者向け の就職フ ェ ア 等において、 学生から

求職者ま で幅広い層を 対象に介護の仕事を Ｐ Ｒ し て いき ま す。  

○ 夢や趣味と 介護の仕事を 両立し て いる 職員を 応援し 、 多様な 働き 方ができ る こ

と を Ｐ Ｒ し ていき ま す。  

○ ハロ ーワ ーク と の連携を 強化し 、 東京都福祉人材セン タ ーの相談員がハロ ーワ

ーク に訪れる 求職者に対し 実施し ている 出張相談を 拡充し ていき ま す。  

○ 区市町村、 区市町村社協、 ハロ ーワ ーク と の共催によ り 、 身近な 地域での面接

会・ 就職会を 開催し 、 広く 地域住民に働き かけ、 参加を 促し て いき ま す。  
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○ 居住コ ス ト の高い東京で、 未経験者でも 安心し て介護業界に就業でき る よ う 、

居住支援特別手当を 経験の浅い介護職員に対し 上乗せし て 支給する 事業者を 支援

し ま す。  

○ 訪問介護については、 リ ーフ レ ッ ト や動画等によ り 求職者に訪問介護の仕事を

知っ ても ら う と と も に、 介護職員初任者研修未受講者など の訪問介護未経験者を

採用する 事業者を 支援し ていき ま す。  

 

 

【 主な施策】  

 

   209 ページから 213 ページ に一括し て 掲載 
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人材確保に向けた幅広い層への働きかけ 

～「かいごチャレンジ職場体験事業」の取組～ 

 

＜実施に至った経緯・取組の背景＞ 

○ 仕事を探している人や転職を考えている人たちに、仕事としての介護

について、まずは知ってもらいたい、介護の仕事も職業を選ぶ際の選択

肢にしてもらいたい、という思いから、現場を体験したり、高齢者と触れ

合ったりする機会を提供する事業（ 通称「かいチャレ」） です。 

○ 参加者の希望や就業への考えなどを専任のコーディネーターが聞き取

り、希望にあった介護事業所をマッチングし、事業所での職場体験をコ

ーディネートします。その後、就業の意向があれば就業まで支援もして

います。 

＜参加者や介護事業者の声を紹介します＞ 

○ 両親も高齢になり、介護が身近になってきました。介護職に興味・関心はあ

りますが、経験がないので、まず自分にもできるか体験してみたいと思ったところ

で、メルマガでこの事業を知り、チャレンジしようと思いました。 

○ 初めにデイサービスとは何かの話を聞き、実際にご利用者様に職場体験とし

て紹介して頂きました。レクリエーションとしてトランプや塗り絵を一緒にやりなが

ら、食事のとろみ付け、配膳も楽しく体験させて頂けました。 

○ 参加してみて、介護に対してのイメージが変わりました。自分もいつかこんな

事業所に通いたいと思うほど、介護の未来は明るいと思いましたし、それを周り

の人にも伝えていきたいとも思いました。 

 

○ 外部の方に来て頂き、介護の現場の魅力を伝えるだけでなく、職員・利

用者ともに良い刺激が得られたらと思い参加しました。就業意欲に関係な

く介護職への入口のハードルを低くして、たくさんの方にデイサービスがどんな

ところかを知って頂き、身近に感じてもらいたいという思いもありました。 

 

○ 初めての方には、介護度が低くコミュニケーションが取りやすい通所事業所な

ど、ご本人様のお話を伺って合う事業所をご紹介するようにしています。今回

の方は初めてのことでしたので、近場でレクリエーションにも力を入れているデイ

サービスをご紹介しました。 

 

＜最後に＞ 

○ 令和５ 年度には、約 800 人の方に職場体験に参加していただきました。また、多くの参加者の方か

ら、職場体験内容に満足した、介護の仕事の現場を体験できてよかったという声もいただいています。 

○ 介護の仕事を知ってもらう上では、実際に介護の現場を見て、体験していただくことはとても大切なこ

とです。 

コ ラ ム 

執筆協力: アデコ株式会社

 

 

 

～参加者～ 

（ 女性・4 0 代）

～デイサービス事業者～

～コーディネーター～ 
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執筆協力・写真提供: アサヒサンクリーン株式会社 

社会人サッカーチーム アローレ八王子 

夢や趣味と介護の仕事を両立している人を応援します  

～アサヒサンクリーン株式会社とアローレ八王子の取組～ 

 

＜実施に至った経緯・取組の背景＞ 

○ アサヒサンクリーン株式会社は都内を含め全国各地で訪問入浴介護を中心とした介護事業を展開

していますが、各地の事業所がそれぞれの地域に根差していきたいという想いを持って活動しています。 

○ たまたま地域活動の一環で、社会人サッカーチームの

アローレ八王子の方とお話をすることがあり、アローレ八

王子でアルバイトをしながらサッカーに取り組む選手がお

り、雇用してもらえる企業を探していることを知りました。 

○ そこで、地域活動と人材確保を兼ねて、アローレ八王

子をスポンサードしつつ、社会人サッカーを頑張る選手

を職員として採用することにしました。 

＜多摩エリア長  遠藤さんの声＞ 

○ 自身も学生時代から社会人と、プロを目指してサッカーに取

り組んでいました。結局、あきらめて就職しましたが、もしかした

らサッカーと仕事を両立できたのでは? という思いもあります。 

○ 社会に出るといろいろな年代の人と関わり、幅広い世代の

考え方に触れコミュニケーションを重ねることができます。そうし

たことがサッカーにも生きるのではないかと思っています。 

○ スポーツを頑張っている人の特徴として、意見をしっかり言

い、問題を解決しようとしてくれるところを評価しています。事

業所の風通しがよくなっていると感じます。 

＜高尾事業所長 兼アローレ八王子サッカー選手 林さんの声＞ 

○ 介護の現場は、いろいろな方と話ができるという面でスポーツ

選手には向いていると思います。学生時代は自分本位に考え

ていましたが、仕事をするようになったからこそ見えることがたくさ

んあり、この仕事のおかげでサッカーが上達したと感じています。 

○ 職場で一生懸命な姿を見せると、僕たちのサッカーの試合を

見てくれる人が自然と増えてくるので、自分たちを見て、応援

してくれる人が増えることがうれしいです。 

＜東京都の今後の取組＞ 

○ 東京都でも令和６ 年度より、「介護 w ith  ○○」をコンセプトに、夢や趣味と介護の仕事を両立し

ている職員を応援し、多様な働き方ができることをPR していきます。 

○ いろんな夢や趣味を続けながら介護の仕事をしている職員を応援している事業所を募集していきま

す。 

コ ラ ム 

（ 左） 遠藤さん （ 右・下） 林さん 
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69.4%

63.9%

56.5%

36.7%

34.7%

33.3%

32.7%

4.1%

本人の希望に応じ た勤務体制にする 等の労働条件に取り 組んでいる

残業を 少なく する 、 有給休暇を 取り やすく する 等の労働条件の改善に

取り 組んでいる

職場内の仕事上のコ ミ ュ ニケ ーショ ン の円滑化を 図っ ている

（ 定期的なミ ーティ ン グ、 意見交換会、 チーム ケ ア等）

能力や仕事ぶり を 評価し 、 賃金など の処遇に反映し ている

悩み、 不満、 不安など の相談窓口を 設けている

（ メ ン タ ルヘルス ケア対策を 含む）

賃金水準を 向上さ せている

業務改善や効率化等によ る 働き やすい職場づく り に力を 入れている

特に方策はと っ ていない

早期離職防止や定着促進のための方策(複数回答)（ 介護保険サービス 系型別）

 

 

 

 

＜職場環境改善の取組＞ 

○ 現在働いている 職員の離職防止はも と よ り 、 今後新た な 人材の参入を 進めて い

く た めにも 、 魅力あ る 職場づく り は重要です。 近年では介護事業所でも こ う し た

取組が進んでき て いま す。  

○ 調査では、 70％近く の事業所が定着促進のた めに「 本人の希望に応じ た 勤務体

制にする 等の労働条件の改善に取り 組んでいる 」 と 答え る など 、 環境改善の取組

が行われる と と も に、 働く 側でも 「 休憩が取り にく い」「 有給休暇が取り にく

い」「 労働時間が長 い」 な ど の悩みが減少傾向にあ り ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
  

 

出典： 介護労働安定セン タ ー「 令和４ 年度介護労働実態調査」  

 

 ○ キ ャ リ ア パス の導入状況について は、「 導入済み」 と 「 導入の意向あ り 」 の回

答合計が、 施設系サービ ス 事業所では約 76％、 在宅系サービ ス 事業所では約

59％であ る な ど 、 導入に向けた 取組が進みつつあ り ま す。  

 

資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度在宅サービ ス 事業者等運用状況調査」・「 令和４

年度施設・ 居住系サービ ス 事業者運営状況調査」  

 

35.1% 26.4% 38.5%
全体

(n= 8780)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

キャ リ アパス の導入状況

導入し ている 導入し ていないが、 導入意向はある 導入し ておら ず、 導入意向はない

…
… 

    

…
… 

（ ２ ） さ ら なる 職場環境改善（ 介護現場の生産性向上）  
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＜介護現場におけ る 生産性向上＞ 

○ 介護現場における 生産性向上は、 平成 30 年度、 国の「 介護現場革新会議」 で

基本方針がと り ま と めら れる と と も に、「 生産性向上ガイ ド ラ イ ン 」 が作成さ れ

る な ど 取組が始ま り ま し た。  

○ 介護現場における 生産性向上と は、 次世代介護機器（ 介護ロ ボッ ト ） 等のテ ク

ノ ロ ジーを 活用する など し 、 業務の改善や効率化等を 進める こ と によ り 、 職員の

業務負担の軽減を 図る と と も に、 業務の改善や効率化によ り 生み出し た 時間を 使

っ て 介護サービ ス の質の向上につなげていく こ と です。  

○ 介護現場の生産性向上について、 介護保険法に都道府県の役割が明記さ れる な

ど 、 都道府県を 中心と し た取組の推進が必要と なっ て いま す。 各都道府県には、

様々な支援・ 施策を 一括し て 網羅的に行う ワ ン ス ト ッ プ窓口の設置など の取組が

求めら れて いま す。  

 

＜介護現場のＤ Ｘ の状況＞ 

○ 都は、 国が開発・ 導入を 進める 「 ロ ボッ ト 技術の介護利用におけ る 重点分野」

の機器について 、 導入経費の補助やセ ミ ナーの開催等によ り 、 効果的な 導入や活

用に向け た 支援を 行っ て き ま し た 。 調査では、 特別養護老人ホ ーム の 51.3％が

「 ロ ボッ ト を 導入し ている 」 と 回答する など 、 施設系サービ ス での導入が進んで

いま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 介護ロ ボッ ト ポータ ルサイ ト  
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ロ ボッ ト を 導入

し ている

51.3%

ロ ボッ ト を 導

入し ていない

48.7%

特別養護老人ホームにおける ロ ボッ ト の導入状況

57.4%

38.0%

38.7%

21.7%

23.1%

5.5%

パソ コ ン で利用者情報を 共有し ている

記録から 介護保険請求シス テム ま で連動

タ ブレ ッ ト 端末等で利用者情報（ ケ アプラ ン 、 介護記録等） を

共有し ている

給与計算、 シフ ト 管理、 勤怠管理を 一元化し たシス テム を 利用

シス テム で報告・ 連絡・ 相談を 行う

他施設と のデータ 連携によ り ケ アプラ ン やサービ ス 提供表等を

やり 取り する ためのシス テム を 利用

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

施設系サービス 事業所（ n= 1,522）

39.7%

24.1%

27.8%

69.6%

35.3%

介護・ 業務記録（ バイ タ ルチェ ッ ク 等） シス テム

他事業所と のデータ 連携のた めのシス テ ム

グ ループウ ェ ア

介護報酬等請求シス テ ム

勤怠管理シス テム

0% 20% 40% 60% 80%

在宅系サービス 事業所（ n= 8,303）

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度施設・ 居住系サービ ス 事業者運営状況調査」  

 ○ ま た 、 都は、 介護ソ フ ト やタ ブレ ッ ト 端末等のデジ タ ル機器の導入について も

同様の支援を 行っ て いま す。 調査では、 在宅系サービ ス 事業所の約 69.6％が「 介

護報酬等請求シ ス テ ム を 導入し て いる 」 と 回答し て いる ほか、 施設系サービ ス 事

業所の 38.0％は、 記録から 介護報酬請求ま でが連動し た シス テ ム を 導入し て いる

と 回答し て いま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度在宅サービ ス 事業者等運用状況調査」・「 令和４ 年度

施設・ 居住系サービ ス 事業者運営状況調査」  

 

 

 

（ ｎ ＝394）  
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 ○ 介護現場におけ る 職場環境改善の取組は着実に進んでき て おり 、 次世代介護機

器やデジタ ル機器の導入も 進みつつあ り ま す。  

○ 一方で、 在宅系サービ ス では次世代介護機器の導入がほと んど 進んでいな い実

態があ る ほか、 デジ タ ル機器について も 、 費用面での負担のほか、 情報の不足や

事業所内の体制づく り が課題と な り 、 導入が見送ら れる ケ ース があ り ま す。  

○ 介護分野では情報リ テ ラ シ ーやノ ウ ハウ を 持つ人材が少な いこ と から 、 特に小

規模事業所ではデジ タ ル化等がな かな か進んでいな い状況があ り ま す。  

○ キ ャ リ ア パス の導入について も 、 導入済みの事業所や導入を 視野に入れて いる

事業所があ る 一方で、 今度も 導入の意向がな い事業所も 依然と し て多く 、 引き 続

き 導入に向けた 事業所への働き かけが必要と な っ て いま す。  

○ ま た 、 職場の環境改善を 着実に進め、 その成果を 離職率の低下や人材の採用に

つな げら れている 事業者も 増加し ている も のの、 一方で、 小規模な事業所ではこ

う し た取組が進んでいな いと こ ろ も あ り ま す。  

 

 

 

○ 次世代介護機器やデジ タ ル介護機器の活用を はじ めと し た 介護現場の生産性向

上の取組を 促進する ため、 機器の導入補助や人材育成の仕組みづく り に係る 補助

によ り 、 引き 続き 事業者を 支援し ま す。  

○ 生産性向上のた めのセミ ナーや個別相談の実施、 機器導入や人材育成を テ ーマ

にし たセミ ナーの開催、 機器展示コ ーナーの設置、 モデル施設の見学会開催、 機

器導入や人材育成のための専門相談窓口の設置など の支援を 引き 続き ワ ン ス ト ッ

プで実施し ま す。  

○ それに加え 、 次世代介護機器の試用機器貸出し 事業の実施や、 人材確保や機器

開発等に関する 相談を 関係機関につな ぐ ための窓口の設置など 、 介護現場の生産

性向上に向けて ワ ン ス ト ッ プ窓口の機能を 強化し 、 事業者の取組を 支援し ま す。  

○ 都、 区市町村、 介護事業者、 雇用関係機関等から 成る 会議体を 設置し 、 都と 関

係機関が一丸と な っ て介護現場の生産性向上や人材確保を 推進する 体制を 整備し

ま す。  

○ 機器導入に向け て、 事業所の課題に合っ た 機器の選定や業務手順の見直し 、 職

員の教育等を 行う ノ ウ ハウ がな い事業所に対し 、 伴走型によ る 個別支援を 実施し

ま す。  

○ 次世代介護機器の導入が進んでいない在宅系サービ ス の事業所に対し て 効果的

な活用事例を 情報提供する た め、 モデルと な る 事業所を 育成し ま す。  

○ ま た 、 介護業務及び介護の周辺業務におけ る 介護職員の負担軽減を 図る た め、

施設の外から 遠隔操作で入所者と のコ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン 等を 行う こ と ができ る 分

身ロ ボッ ト や、 掃除・ 配膳ロ ボ ッ ト の導入を 支援し ま す。  

○ デジ タ ル機器や次世代介護機器の導入な ど 、 介護現場においてＤ Ｘ を 推進する

人材の育成を 支援し ま す。  
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○ 小規模な 介護事業者の連携に取り 組む区市町村を 引き 続き 支援し ていく と と も

に、 法人間の連携・ 協働化を 活かし た 人材の確保・ 定着・ 育成対策に取り 組みま

す。  

 

【 主な施策】  

 

  209 ページから 213 ページ に一括し て 掲載 
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執筆協力: 社会福祉法人善光会 

介護施設における生産性向上に向けた取組事例 

～社会福祉法人善光会の取組事例～ 

 

＜実施に至った経緯・取組の背景＞ 

○ 更なる介護人材の不足が危惧されるなか、将来ケアが必要となる全利用者へ介護・福祉サービスを

提供するためには、介護現場における効率性や生産性を向上させる必要があると言われています。 

○ 社会福祉法人善光会（ 以下「善光会」という。） ではこのような背景を踏まえ、少人数で効率的に

サービスを提供するため、業務改善活動を実践し、介護ロボットやＩ Ｃ Ｔ の積極的な導入により、職

員の負担軽減や業務の効率化等を実現させています。 

＜取組の内容＞  

○ 介護現場での生産性向上を実現させるために、善光会では介護ロボットやＩ Ｃ Ｔ などのデジタル技

術の導入前に、改善活動を通じた課題の見える化・Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイクルへ取り組むことが重要であると

捉えています。 

○ 具体的には、生産性向上に向けた改善活動を 6 段階に分け、Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイクルとして繰り返すこと

により、介護手法を見直していく取組をパッケージモデル化しています。 

善光会の改善活動パッケージモデル 

PDCA サイクル 実行内容 

Pla n（ 計画）  

① 改善活動の準備をしよう 

② 現場の課題を見える化しよう 

③ 実行計画を立てよう 

Do（ 実行）  ④ 改善活動に取り組もう 

Check（ 測定・評価）  ⑤ 改善活動を振り返ろう 

Action（ 対策・改善）  ⑥ 実行計画を練り直そう 

○ このパッケージモデルは他の介護事業者でも活用可能であるため、善光会が伴走支援を行い、生産

性向上に向けた改善活動を定着させる取組も行っています。 

＜実感している取組の効果＞  

○ このような取組を踏まえ、善光会では、夜間の定期巡回において、見守りセンサー等のＩ Ｃ Ｔ 機器

を活用することで排泄や起上等の適切なタイミングで介助を行うオペレーションに変更したところ、巡回

業務の稼働時間が37％削減され、スタッフの負担が軽減されました。 

○ また、看取り等を行う特別養護老人ホームにおいて、呼吸や心拍の状態を取得して利用者の状態

を常時把握できるようになったことは、職員の心理的な安心感にもつながることが明らかになっています。 

＜生産性向上に必要な人材育成＞ 

○ 善光会では、生産性向上に向けた改善活動に必要な人材育成のひとつの手段として、「スマート介

護士」（ 最先端の技術を使って介護の質と生産性を向上できる介護職員） という資格試験を実施

しています。 

○ スマート介護士のプログラムは、①自事業所の介護業務フローを分析し、改善計画を立案する技術、

②主要なＩ Ｃ Ｔ や介護ロボットの特性を理解し、活用する技術、③効果的な研修の企画やＯ Ｊ Ｔ

を実施し、事業所の職員を指導する技術など、改善活動を実施するための基礎が習得できる点が特

徴です。 

○ 善光会においても、スマート介護士の資格取得を勧めるとともに、取得した場合に手当を支給するな

ど、生産性向上に必要な人材育成に向けた取組を進めています。 

 

コ ラ ム 
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介護現場の DX・タスクシェア促進事業 

～介護業務及び介護の周辺業務の負担軽減に向けた取組～ 

 

＜実施に至った経緯・取組の背景＞ 

○ 介護職員の不足が見込まれる中、都では、介護業務及び介護の周辺業務において、様々なロボッ

トを活用したタスクシェアを進めることで、介護現場の負担軽減を図っていくこととしています。 

＜取組の内容① 「分身ロボットの活用支援」＞  

○ 令和５ 年度に、施設の外から遠隔操作できる「分身ロボット」を活用した入所者とのコミュニケーショ

ンを実施し、介護負担の軽減やサービス向上に係る効果検証を行うモデル事業を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

○ 令和５ 年 12 月に実施した中間報告会では、入所者の状態に改善が見られたとの報告があった一

方、効果的に運用するためには、現場でのサポートや傾聴者側の技術の向上、施設内の通信環境

の整備等が必要などの意見が寄せられました。多くの施設で機器の操作等に慣れ軌道に乗るまでに

一か月程度を要しており、特に導入時の支援が重要であることがわかりました。 

 

 【分身ロボットを活用した 

コミュニケーションの様子】 

 

 

＜取組の内容② 「掃除・配膳ロボット の導入支援」＞  

○ 介護現場では、入所者への直接的なケアのほか、掃除や配膳等の業務も行わなければなりません。

この介護の周辺業務についても、デジタル技術を活用したタスクシェアを進めていくことが重要です。 

○ 都では令和５ 年度、掃除ロボットや配膳ロボットを導入し、介護の周辺業務の負担軽減に係る効

果検証を行う介護施設等に対し、ロボットの導入に要する経費の補助を行いました。 

◯ 掃除ロボットを導入した認知症高齢者グループホームで、職員が掃除に要していた時間を利用者支

援に充てられるようになった等の効果が表れており、介護職員の負担軽減とサービスの向上につながっ

ています。 

＜都における今後の取組＞  

○ 掃除・配膳ロボットの導入経費の補助に加え、令和６ 年度からは、分身ロボットの機器の導入経費

の一部や施設外で分身ロボットを操作するボランティア等の育成費用の補助を開始します。これらの取

組により、介護職員の負担軽減を図り、働きやすい職場環境の整備を進めていきます。 

  

コ ラ ム 

【対象施設】 特別養護老人ホーム 4 施設、有料老人ホーム 4 施設 

【実施方法】 入所者と傾聴ボランティア等とが分身ロボットを活用して、1 回 10~ 15 分・週

3 回程度の対話を約 3 か月実施。学校法人日本福祉大学の協力を得

て、導入の前後の状態を次の評価指標で測定し、効果を検証。 

・ 利用者: Ｉ Ｃ Ｆ 評価（ 利用者の生活機能評価） 、表情評価 

                インターライ評価（ 利用者のケアの質の評価）  

・ 職  員: タイムスタディ（ 業務内容の記録･分類） 、勤務時間等の分析 

写真提供:( 左) 社会福祉法人友愛十字会・砧ホーム( 右)社会福祉法人東京聖新会・フローラ田無 
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＜外国人介護従事者の活用の状況＞ 

○ 近年、 日本社会全体の人材不足によ り 人材の採用が困難にな っ て いる こ と か

ら 、 外国人介護従事者を 雇用する 事業所が増え ていま す。  

 

 
資料： 東京都福祉保健局高齢社会対策部「 令和４ 年度在宅サービ ス 事業者等運用状況調査」・「 令和４

年度施設・ 居住系サービ ス 事業者運営状況調査」  

 

＜外国人在留資格等＞ 

○ 介護現場で働く 外国人は、 Ｅ Ｐ Ａ 介護福祉士候補者や特定技能外国人な ど 、 各

在留資格の制度に基づき 在留期間が定めら れて いま す。 ３ 年間の実務経験等一定

の要件を 満たす場合に介護福祉士国家試験の受験資格を 得る 仕組みと な っ て お

り 、 介護福祉士国家資格を 取得し 在留資格「 介護」 と なっ た場合は、 在留期間の

制限なく 日本で働く こ と が可能と なり ま す。  

○ ま た 、 国は、 日本で働く 外国人が能力を 最大限に発揮でき る 多様性に富んだ活

力あ る 社会を 実現する と と も に、 深刻な 人手不足の緩和にも 寄与する こ と を 目指

し 、 従来の技能実習制度を 見直し 、 新た な制度へ変革する こ と と し ていま す。

様々な職場において 、 外国人が活躍でき る こ と が当た り 前の社会になり つつあ り

ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.1% 26.1% 51.7% 4.1%
全体

(n= 8980)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外国人介護従事者の活用状況

活用し ている
活用し ていないが、 今後活用し たい
活用し ておら ず、 今後も 活用予定はない
活用し ていない（ 意向不明等）

（ ３ ） 外国人介護従事者の積極的な受入れ 
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出典： 厚生労働省ホ ーム ページ 

 

 

 

 

○ 今後は外国人介護従事者へのニーズが高ま っ て く る こ と が予想さ れま す。 多く

の外国人に東京に来て働いて も ら え る よ う な 環境づく り 、 ま た 介護事業者が外国

人を 受入れやすい環境づく り が重要と なり ま す。  

○ 他の国においても 労働力の確保が課題と な る 中、 海外にいる 外国人に東京で働

く こ と を 選択し て も ら う ためには、 東京の介護現場の魅力や生活環境の魅力、 東

京で受け ら れる 支援の内容等について 、 広く 情報発信する こ と が必要と な り ま

す。  

○ 加え て 、 東京での就労に関心を 持つ外国人や海外の送り 出し 機関が、 都内介護

事業所の職場環境や求人の状況について効率的に情報収集でき る 仕組みを つく る

こ と も 必要と な り ま す。  

○ 東京の介護現場で働き たいと 思う 外国人を 増やすと 同時に、 都内におけ る 受入

れの裾野を 広げる こ と も 重要です。 都はこ れま で、 セミ ナー等によ り 受入れのノ

ウ ハウ の提供や好事例の共有を 行う ほか、 受入れに伴う 費用負担への補助等を 行

っ て き ま し たが、 こ れら の支援を 充実し 、 外国人を 受け入れやすい環境の整備を

一層進める こ と が重要です。  

 

 

 

外国人介護人材受入れの仕組み

【
特
定
活
動
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
】

※【 】は在留資格

受入れ
の流れ

・家族（配偶者・子）の帯同が可能
・在留期間更新の回数制限なし

（注１）

〈就学コース〉

（フィリピン、ベトナム）

〈養成施設ルート〉〈実務経験ルート〉

【
技
能
実
習
】

本国での技能等の活用

【
介
護
】

【
特
定
技
能
１
号
】

【

留
学

】

制度
趣旨

特定技能１号
（Ｈ31．４／１〜）

（注１）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし、令和８年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。
（注２）４年間にわたりＥＰＡ介護福祉士候補者として就労・研修に適切に従事したと認められる者については、 「特定技能１号」への移行に当たり、技能試験及び日本語試験等を免除。

（３年以上）

技能実習
（H29．11／１〜）

在留資格「介護」
（H29．９／１〜）

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン・ベトナム）

外国人留学生
として入国

技能実習生等
として入国

介護福祉士国家試験

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士候補者として入国

介護福祉士として業務従事

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士国家試験

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士資格取得（登録）

帰国

実習実施者（介護施設等）の下で
実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験を受検

受検（入国１年後）

受検（入国５年後）

受検（入国３年後）

技能水準・日本語能力水準
を試験等で確認し入国

帰国

介護施設等で就労
（通算５年間）

本国への技能移転専門的・技術的分野の
外国人の受入れ二国間の経済連携の強化 人手不足対応のための一定の専門性・

技能を有する外国人の受入れ

〈就労コース〉

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

（注１）

（注２）
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○ 外国人介護従事者の受入れを 希望する 介護事業者に対し 、 セ ミ ナーや研修会を

開催し 、 受入れに向けた 環境整備を 支援し ま す。  

○ Ｅ Ｐ Ａ 介護福祉士候補者や特定技能など 各在留資格等に基づき 、 質の高い介護

サービ ス を 提供でき る 体制を 確保し つつ、 介護福祉士の資格取得につな がる こ と

を 視野に、 日本語学習や介護技能の学習を 支援する 介護事業者に対し 補助を 行い

ま す。  

○ 介護福祉士の資格取得を 目指し 介護福祉士養成施設や日本語学校に通う 留学生

を 雇用し 、 学費や居住費等の支援を 行う 介護事業者に対し 補助を 行いま す。  

○ 外国人介護従事者と 利用者等と のコ ミ ュ ニ ケ ーショ ン を 促進する 取組を 行う 介

護事業者に対し 補助を 行いま す。  

○ 情報提供サイ ト の構築や海外での広報活動など によ り 、 東京の介護現場の魅力

や都内介護事業所の情報を 海外の外国人や送り 出し 機関に向け て 発信し ま す。 こ

れによ り 、 東京の介護現場への関心を 高める と と も に、 東京への介護人材の送り

出し の活性化を 図り ま す。  

○ 都内介護事業所におけ る 外国人介護従事者の受入れが進むよ う 、 外国人を 新た

に受け入れる 際に登録支援機関等の受入れ調整機関を 活用する 経費について 、 介

護事業者に対し 支援を 行いま す。  

○ 海外に向けた 効果的な 情報発信の方法や外国人受入れの環境整備の在り 方等を

検討する た め、 都、 介護事業者、 介護福祉士養成施設や日本語学校等の関係団体

によ る 会議体を 設置し 、 連携し て 外国人介護従事者の受入れ促進に取り 組むた め

の体制を 整備し ま す。  

 

【 主な施策】  

 

    209 ページ から 213 ページ に一括し て 掲載 
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執筆協力: 社会福祉法人北野会 

外国人介護従事者の積極的な受入れの取組事例 

～社会福祉法人北野会の取組～ 

 

＜実施に至った経緯・取組の背景＞ 

○ 社会福祉法人北野会（ 以下「北野会」という。） では、介護業界全体の人手不足や日本人職

員の採用難を背景に、外国人の介護専門学生をアルバイトとして採用したことを契機として、スリラン

カ・フィリピン・ミャンマー・中国など多様な国籍の外国人介護従事者の積極的な受入れを実施してい

ます。 

＜取組の内容① 「受入れ前に行う事前準備・事前確認」＞  

○ 外国人の受入れにあたっては、「受入れ前に行う事前準備・事前確認」が重要です。 

○ 安心して仕事に集中できる環境を整えるため、「生活面」（ 住居の整備、役所の手続、家での過ご

し方、お金に関する悩み等） と「職場環境面」（ 宗教上の配慮、日本人職員への周知、帰国の時

期や頻度等） の両面から、“外国人”としての特性ではなく“個人”としての特性を意識し、事前の準

備や確認を行っています。 

＜取組の内容② 「日本人職員と変わらない教育から外国人職員のための教育へ」＞ 

○ 受入れ開始直後は、日本人職員と同様に、早期離職を防ぐために現場前研修や頻度の高い面談

を実施しています。また、現場で身につけることはご利用者個別のことが多いため、介護の基礎や実技

の反復なども日本人職員と同様に行います。 

○ その後新たな業務が増えていく中で、事故発生時や通院付添時を想定した「報告・伝達」、文字起

こしが必要となる「記録業務」、聞き取りや発言に慣れる必要がある「申送り」など、外国人が苦手とす

ることが多いポイントについては外国人職員のための教育として、研修などを実施しています。こうした能

力を身につけることが将来的に外国人職員もリーダー人材として活躍することにつながると考えています。 

＜外国人介護従事者の受入れによる効果＞ 

○ 北野会では、外国人介護従事者の受入れによるメリットが多くあり、成功していると感じています。 

○ 現在はＥ Ｐ Ａ 介護福祉士候補者８ 名、在留資格介護７ 名、技能実習生１ 名の 16 名の外国

人が在籍していますが、在留資格介護のうち２ 名はＥ Ｐ Ａ で来日した後に資格取得を実現しました。 

○ ご利用者とのコミュニケーション面では、外国人職員が

ご利用者へ電子機器の使い方を、ご利用者が外国人

職員へ日本のことを積極的に教えて、両者が互いに先

生と呼び合うなど、ご利用者にも受け入れられています。 

○ また、日本人職員とのコミュニケーション面においても、

自国のコミュニケーションゲームや遊びを取り入れた交流

の場や、日本人職員や子供を対象に英会話教室を開

くなど、外国人の強みを生かし異文化や異言語の価値

を日本人職員に還元してくれています。 

＜最後に＞ 

○ 介護の仕事が、外国人にとって「働きやすく、自分だけでなく家族も安心できる職業」であるというイメ

ージが広まってほしいと考えています。さらに、外国人介護従事者には安心して、自分の力を発揮して

活躍していってほしいと考えています。 

 

コ ラ ム 
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【主な施策】 
 

「２ 2040 年に向けたさらなる取組」該当事業 
（１）人材確保に向けたより幅広い層への働きかけ  → （ⅰ） 
（２）さらなる職場環境改善（介護現場の生産性向上）→ （ⅱ） 
（３）外国人介護従事者の積極的な受入れ      →  （ ⅲ） 

 
  介護人材の確保に向けた施策  
・【新規】福祉人材確保対策の推進〔福祉局〕 （ⅰ） 
  福祉関係団体等が参画する協議体を設置し、福祉人材の確保・育成・定着に向けた

取組の方向性や具体策を検討し、施策の推進に繋げるとともに、学生から求職者まで
幅広い層を対象に福祉の仕事をＰＲするなど、福祉人材の魅力を発信するムーブメ
ントを創出します。 

・東京都福祉人材センターの運営〔福祉局〕 
  福祉分野への就職に関する相談、仕事の紹介・あっせん、情報提供を行うとともに、 

合同就職説明会等を開催します。 
  また、ハローワークに訪れる求職者に対する出張相談や無資格・未経験者向けの職

場見学ツアーを実施します。区市町村や区市町村社協、ハローワーク等とともに、身
近な地域での就業を希望する方へ地域の事業所による相談面接会を実施します。（ⅰ） 

・「ふくむすび」による情報発信〔福祉局〕 
  福祉職場に関心のある方、福祉職場への就職・転職活動をしている方、福祉職場で

のキャリアアップを目指す方など、幅広い層の方に、東京都福祉人材情報バンクシス
テム「ふくむすび」（Ｗｅｂサイト）への登録を促し、福祉事業者の職員募集や職場
環境等に関する情報、都・区市町村の資格取得等に関する支援策や研修・イベント等
の情報を発信します。 

・介護福祉士等修学資金貸付事業の実施〔福祉局〕 
  介護福祉士又は社会福祉士養成施設に在学し、将来都内の社会福祉施設等で介護業

務や相談援助業務に従事しようとする人に対して修学資金を貸与し、修学を支援する
ことにより、介護福祉士及び社会福祉士の養成・確保を進めていきます。 

・福祉系高校修学資金の貸付事業の実施〔福祉局〕 
  福祉系高校に在学し、介護福祉士の資格を目指す学生に対し、修学資金の貸付けを

行います。 
・かいごチャレンジ職場体験事業〔福祉局〕 （ⅰ） 
  未経験者の介護業界への入職・定着を促進するため、介護の仕事の未経験者を対象

に、介護現場の体験からマッチング、就業、定着までを一貫して支援します。 
・初任者研修等資格取得支援事業〔福祉局〕 （ⅰ） 
  介護業界への就業を希望する者を対象に、無料の講座を開設し、初任者研修等資格

の取得を支援します。 
・介護職員就業促進事業〔福祉局〕 （ⅰ） 
  介護業界への就業を希望する無資格・未経験者等を雇用し、働きながら介護資格を

取得できるよう取り組む事業者を支援します。 
・【新規】地域を支える「訪問介護」応援事業〔福祉局〕 （ⅰ） 
  リーフレットや動画等により求職者に訪問介護の仕事を周知するとともに、介護
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職員初任者研修未受講者などの訪問介護未経験者を採用する事業者を支援します。 
・介護職員奨学金返済・育成支援事業〔福祉局〕 
  奨学金返済相当額の手当支給と、計画的な人材育成に取り組む事業者を支援しま

す。 
・【新規】介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業〔福祉局〕 （ⅰ） 
  国が必要な見直しを講じるまでの間、介護職員を対象に、居住支援特別手当を支給

する事業者を支援します。また、経験の浅い職員に対しては上乗せして支援します。 
・介護分野就職支援金の貸付事業の実施〔福祉局〕 
  他業種から新たに介護職員等として就職する人に、就職の際に必要な経費に係る

支援金の貸付けを行います。 
・福祉の仕事イメージアップキャンペーン〔福祉局〕 
  福祉のマイナスイメージを払拭し、その魅力を発信する普及啓発の取組を推進す

ることで、若年層はもとより多くの都民の抱く福祉の仕事に対するイメージの転換
を図り、将来の福祉人材確保につなげます。 

・【新規】介護の魅力ＰＲ事業〔福祉局〕 
  介護職の魅力を伝える動画を作成・掲出することで、介護について身近に感じても

らえるよう普及啓発を行います。 
・【新規】介護現場のイメージアップ戦略事業〜介護ＷＩＴＨプロジェクト〜 
    〔福祉局〕 （ⅰ） 
  夢や趣味と介護の仕事を両立している職員を応援し、多様な働き方ができること

をＰＲします。 
・次世代の介護人材確保事業〔福祉局〕 
  中学・高校への訪問セミナーや、次世代を担う高校生を対象とした福祉施設での職

場体験を実施するとともに、小中高校の教員に福祉の仕事の魅力や重要性を伝える
動画を発信し、福祉の仕事に対する興味関心を高めていきます。 

・再就職支援事業〔福祉局〕 
  介護福祉士や訪問介護員の有資格者を対象として、民間就職支援会社のキャリア

カウンセラーによる相談カウンセリングや、就職支援セミナーを実施し、介護人材の
再就職を支援します。 

・離職介護人材再就職準備金貸付事業の実施〔福祉局〕 
  離職した介護人材で、介護職員等として再就職し、引き続き２年以上介護職員等の

業務に従事する人に対して、再就職のための資金の貸付けを行います。 
・外国人介護従事者受入れ環境整備事業〔福祉局〕 （ⅲ） 
  外国人介護従事者が円滑に就労・定着できるように、介護施設等に対して受入れに

必要なノウハウ等を提供するためのセミナーや指導担当者向けの研修を実施します。 
  外国人介護人材受入れ施設等に対して、日本人職員、外国人介護職員、介護サービ

ス利用者等の相互間の円滑なコミュニケーションを支援するため、多言語翻訳機の
導入経費や異文化理解に関する研修の経費など環境整備に要する経費の一部を補助
します。 

・経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業〔福祉局〕 （ⅲ） 
  外国人介護福祉士候補者を受け入れる介護保険施設等に対し、介護福祉士国家資

格取得に向けた日本語学習等の経費の一部を補助します。 
・外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業〔福祉局〕 （ⅲ） 
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  外国人技能実習制度に基づく 外国人介護実習生を 受け 入れる 介護保険施設等に対

し 、 介護技能や日本語学習等の経費の一部を 補助し ま す。  

・ 介護施設等によ る 留学生受入れ支援事業〔 福祉局〕  （ ⅲ）  

  介護福祉士養成施設等に在学する 留学生を 雇用する 介護施設等に対し 、 学費等を

支給する 場合の経費の一部を 補助し ま す。  

・【 新規】 特定技能制度に基づく 外国人介護従事者の受入れ支援事業〔 福祉局〕（ ⅲ）  

  特定技能制度に基づく 外国人介護従事者を 受け 入れる 介護保険施設等に 対し 、 介

護技能や日本語学習等の経費の一部を 補助し ま す。  

・【 新規】 外国人介護従事者活躍支援事業〔 福祉局〕  （ ⅲ）  

  外国人介護従事者の受入れを 促進する ため、海外での広報活動を 行う と と も に、専

用のサイ ト によ り 、都内介護事業所の職場環境や求人情報等を 海外に向け て 、多言語

で発信し ま す。  

  外国人を 新た に受け 入れる 施設等が 登録支援機関等の受入れ調整機関を 活用する

場合に、 経費の一部を 補助し ま す。  

  都、介護事業者、介護福祉士養成施設や日本語学校等の関係団体によ る 会議体を 設

置し 連携し て 取り 組む体制を 整備し ま す。  

・【 拡充】 東京都区市町村介護人材確保対策事業〔 福祉局〕  

  地域医療介護総合確保基金を 活用し 、 区市町村が取り 組む介護人材確保対策を 支

援し ま す。  

 

  介護人材の定着に向けた 施策  

・ 働き やすい福祉・ 介護の職場宣言情報公表事業〔 福祉局〕  

  人材育成、 キ ャ リ ア パス 、 ラ イ フ ・ ワ ーク ・ バラ ン ス 等、 働き やすさ の指標と な る

項目を 明示し た「 働き やすい福祉の職場ガイ ド ラ イ ン 」 を 踏ま え た 職場づく り に取り

組むこ と を 宣言する 高齢・ 児童・ 障害分野の事業所の情報を 公表する こ と で、 福祉人

材の確保を 推進する と と も に、 福祉業界全体の職場環境の向上を 図り ま す。  

・【 拡充】 東京都介護職員宿舎借り 上げ支援事業〔 福祉局〕  

  介護職員宿舎の借上げを 継続的に支援する こ と によ り 、介護人材の確保・ 定着を 図

る と と も に、施設等によ る 防災の取組を 計画的に進め、地域の災害福祉拠点と し て 、

災害時の迅速な対応を 推進し ま す。  

・ 介護職員の宿舎施設整備支援事業〔 福祉局〕  

  介護職員宿舎の整備を 支援し ま す。  

・ 介護施設内保育施設運営支援事業〔 福祉局〕  

  介護従事者等が子育て を し な がら 働き 続け ら れる よ う 、介護施設・ 事業所が雇用す

る 職員のた めに設置・ 運営する 保育施設の経費を 助成し ま す。  

・【 拡充】 介護現場改革促進事業〔 福祉局〕  （ ⅱ）  

  介護ニ ーズの増加が見込ま れる 中、質の高い介護サービ ス を 提供でき る よ う 、デジ

タ ル機器及び次世代介護機器の導入並びに、 キ ャ リ ア パス の導入等の人材育成の仕

組みづく り 等を 支援する こ と で、 生産性向上に取り 組む事業者を 支援し て いき ま す。

ま た 、介護職員が安心し て 働き 続け ら れる 等、介護事業者が働き やすい職場環境づく

り に取り 組める よ う 、 セミ ナーや個別支援を 実施し ま す。  

  介護事業者や地域の関係機関等によ る 会議を 開催し 、 介護現場におけ る 生産性向

上の取組等について 情報共有を 行う ほか、 都の対応方針について 協議を 行いま す。  
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・【 拡充】 介護現場のＤ Ｘ ・ タ ス ク シェ ア 促進事業〔 福祉局〕  （ ⅱ）  

  施設の外から 遠隔操作で入所者と の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン 等を 行う こ と が でき る 分

身ロ ボッ ト や掃除・ 配膳ロ ボッ ト の導入を 支援し ま す。  

・【 新規】 介護Ｄ Ｘ 推進人材育成支援事業〔 福祉局〕  （ ⅱ）  

  デジ タ ル機器や次世代介護機器の導入な ど 、 介護現場において Ｄ Ｘ を 推進する 人

材の育成を 支援し ま す。  

・【 新規】 介護現場のニーズ に対応し た 研究開発推進事業〔 産業労働局〕  （ ⅱ）  

・【 新規】 介護現場のニーズ に対応し た 製品開発支援事業〔 産業労働局〕  （ ⅱ）  

  介護事業者等のニ ーズ と 中小企業の 技術力を 結び付け 、 次世代介護機器等の開発

を 推進する こ と で、介護事業者のニ ーズ に応え る と と も に、介護機器等の開発に取り

組む中小企業の成長 を 促進し て いき ま す。  

・ 東京都介護職員キャ リ ア パス 導入促進事業〔 福祉局〕  

  「 介護プロ フ ェ ッ ショ ナルキ ャ リ ア 段位制度」 を 活用し 、 職責に応じ た 処遇を 実現

する キ ャ リ ア パス の導入に取り 組む事業者を 支援し ま す。  

・ 介護現場におけ る ハラ ス メ ン ト 対策事業〔 福祉局〕  

  利用者やその家族から のハラ ス メ ン ト 対策の普及・ 啓発に加え 、介護現場におけ る

ハラ ス メ ン ト 相談窓口の設置等によ り 、 介護職員の働き やすい職場環境づく り を 支

援し ま す。  

・ 人材定着・ 離職防止相談支援事業〔 福祉局〕  

  介護職員等の離職を 防止する た め、 仕事の悩みや不安な ど の相談を 横断的に受け

付け る 相談窓口を 設置し ていま す。  

・【 拡充】 東京都区市町村介護人材確保対策事業� 再掲�〔 福祉局〕  

  地域医療介護総合確保基金を 活用し 、 区市町村が取り 組む介護人材確保対策を 支

援し ま す。  

・【 新規】 人材活用に向け た 介護事業所の協働促進事業〔 福祉局〕  （ ⅱ）  

  小規模法人の連携・ 協働化によ る 、ス ケ ールメ リ ッ ト を 活かし た 人材活用の先進的

な 取組を 支援し ま す。  

・ 介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業〔 福祉局〕  

  介護職員処遇改善加算等の取得に係る 助言・ 指導等を 行い、介護事業所におけ る 加

算の新規取得や、 よ り 上位区分の加算取得等を 支援し ま す。  

 

  介護人材の育成に向けた 施策  

・ 現任介護職員資格取得支援事業〔 福祉局〕  

  介護事業者が職員の介護福祉士国家資格取得を 支援する 場合、 支援に要し た 経費

の一部を 助成し ま す。  

・ 介護福祉士等修学資金貸付事業の実施� 再掲�〔 福祉局〕  

  介護福祉士又は社会福祉士養成施設に在学し 、将来都内の社会福祉施設等で介護業

務や相談援助業務に従事し よ う と する 人に対し て 修学資金を 貸与し 、修学を 支援する

こ と によ り 、 介護福祉士及び社会福祉士の養成・ 確保を 進めて いき ま す。  

・ 代替職員の確保によ る 現任介護職員等の研修支援事業〔 福祉局〕  

  現任介護職員が研修に参加する 際、その代替職員を 派遣する こ と によ り 、研修に参

加し やすい環境づく り を 支援し ま す。  

・ 事業所に対する 各種育成支援〔 福祉局〕  
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  小規模、 中規模の事業所に対し て、 各事業所のニ ーズ に応じ 、 職場研修を 実施する

た めの登録講師の派遣や研修ア ド バイ ザーによ る 支援を 実施し ま す。  

・ 東京都介護職員キャ リ ア パス 導入促進事業� 再掲�〔 福祉局〕  

  「 介護プロ フ ェ ッ ショ ナルキ ャ リ ア 段位制度」 を 活用し 、 職責に応じ た 処遇を 実現

する キ ャ リ ア パス の導入に取り 組む事業者を 支援し ま す。  

・ ユニ ッ ト ケ ア 研修等事業〔 福祉局〕  

  介護保険施設等の利用者が自立的な 日常生活を 営むこ と ができ る よ う 、 施設の管

理者及び職員に対し 、 ユニッ ト ケ ア に関する 研修を 実施し ま す。  

・ 介護職員ス キ ルアッ プ研修事業� 再掲�〔 福祉局〕  

  介護職員を 対象に、 業務上必要な 医療的知識、 高齢者特有の身体的特徴、 緊急時の

対応な ど について の研修を 実施し ま す。  

・ 介護職員等によ る た んの吸引等のた めの研修事業〔 福祉局〕  

  た んの吸引等の医療的ケ ア を よ り 安全に提供でき る よ う 、 介護職員等を 対象と し

て た んの吸引等に関する 研修を 実施し ま す。  

・【 拡充】 東京都区市町村介護人材確保対策事業� 再掲�〔 福祉局〕  

  地域医療介護総合確保基金を 活用し 、 区市町村が取り 組む介護人材確保対策を 支

援し ま す。  
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